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要旨 

2014 年韓国で乗客・乗員 476 人を乗せたフェリー「セウォル」が航行中に傾き、沈没、乗船者のうち約 6
割が死亡・行方不明となった。この事故は、操船ミスや過積載により船が傾いたとみられる。乗客への避難

誘導も不適切で多くの乗客が逃げ遅れた。同様の事故は 2009 年に尾鷲沖でフェリー「ありあけ」の転覆事

故がある。この事故は船体が高波にあおられ荷崩れが起きて傾いた。このときは乗組員の迅速な避難誘導が

行われ、死者は発生しなかった。本研究では「セウォル」と「ありあけ」の 2 件のフェリー転覆事故の事故

発生後の乗組員の行動のとり方を比較分析した。その結果、「セウォル」でも乗組員がすぐに避難指示を出し

ていれば被害は軽減できたと考えられる。今後、事故の被害拡大を防ぐためには、「よい事例」を分析し、そ

こでの乗組員の行動のとり方を伝えることも有効である。 
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1.目的 

2014 年 4 月 16 日、韓国・珍島沖で航行中のフェ

リー「セウォル」が沈没、304 人が死亡した。これ

までも、航行中の船舶が過積載や悪天候によって船

体が傾き、沈没する事故が発生している。船舶での

荷物の固縛など荷崩れを防止する方法についての分

析から、重量制限以下でも積載位置や方法、海象な

どによっては荷崩れがおきる可能性があると指摘さ

れている (1)。また、紫雲丸事故などを旅客船が転覆

した際の乗客の避難行動について分析した研究では、

事故発生後、乗客だけでなく乗組員も混乱すること

があると指摘している(2)。過去の事故には船体は大

きく損傷したが、乗客全員が避難できて死者がゼロ

に抑えた事故例もある。事故の分析に関する研究に

は、「失敗学」に代表されるように多数の死者を発生

させた「悪い事例」を分析した研究は数多く存在す

る。しかし、被害を最小限に抑えた「よい事例」に

ついて分析した研究はない。本研究では「よい事例」

と「悪い事例」を比較し、そこでの行動のとり方の

違いなどから、航行中の旅客船の転覆事故発生時に

被害を軽減するにはどうすれがよいかを考察する。 
 

2.方法 

本研究では、航行中のフェリーが傾き、転覆した

事故について、「よい事例」と「悪い事例」を比較分

析する。「悪い事例」には「セウォル」号沈没事故、

「よい事例」には「ありあけ」転覆事故をとりあげ

る。本研究では、新聞や事故報告書等から事実関係

を整理し、「人的事故の調査分析マニュアル」と「4M

分析」を用いて、事故発生時の乗組員や乗客の行動

など事故の状況について分析する。これらの手法は

鉄道事故等の組織事故の分析に活用されており、本

研究ではこの２つの手法を用いて分析する。 
2.1 人的事故の調査分析マニュアル 

このマニュアルは、昭和 45 年に橋本ら(3)が開発し

た手法で事故発生前後の経過を、時系列、部署別に

整理してチャート図に表わすものである。事故発生

時の乗組員や乗客などの人の行動に焦点をあてて整

理するものである。 
2.2 4M 分析 

4M 分析は、ある事故について人的（Man）、機械

的（Machine）、環境（Media）、管理的（Management）
の 4 つの“M”に分けて分析するもので、アメリカ

航空宇宙局（NASA）で採用されている分析方法で、

事故の状況や要因、背景などを整理する。どの要因

により事故の被害が拡大したかもしくは食い止めら

れたかを 4M に分けて分析する。 
 

3.事故事例に基づく分析 

3.1 「セウォル」沈没事故（悪い事例） 

2014 年 4 月 16 日朝、韓国・珍島沖で仁川発済州

島行のフェリー「セウォル」（6,825 トン）が傾き、

その後沈没した。船には乗客・乗組員 476 人がいた

が、304 人が死亡、130 人以上が重軽傷を負った。

事故の直接の原因は、操船ミスと過積載とみられる
(4)。この事故では、船体の傾斜が確認されてから約

1 時間は自力での歩行が可能だった(5)。しかし、乗

組員からの指示は救命胴衣の着用と船内待機のみで、
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避難誘導はなかった。沈没直前になって、海に飛び

込むように指示が出たが、その時船内は歩行が困難

だったため多くの乗客が逃げ遅れたとみられる (6)。 

3.2 「ありあけ」転覆事故（よい事例） 

2009 年 11 月 13 日、三重県尾鷲市沖で東京発那

覇行のフェリー「ありあけ」（7,910 トン）が航行中、

高波により積荷が荷崩れを起こし船体が傾き、転覆

した(7)。船には乗客と乗組員 28 人がいたが、全員

が救助され 3 人が軽傷を負ったが死者は発生しなか

った。船体の傾斜を確認した後、乗組員がすぐに避

難誘導を行ったため全員が生存したと考えられる(8)。 

 

4.考察 

「セウォル」と「ありあけ」の乗組員の行動と気

象・海象などの外部的要因の比較を表１に示した。

その結果、「セウォル」でも「ありあけ」と同様にす

ぐに船外避難の指示を出していれば死者数は減った

と考えられる。「セウォル」の事故の際、周囲に漁船

など約 20 隻程度が救助できるように周囲で待機し

ていが、「セウォル」の乗組員は事故直後混乱してお

り乗客の避難誘導をしなかった(6)。船長ら乗組員の

一部は乗客より先に救助された。「ありあけ」での避

難方法を踏まえて考えると、乗組員全員が船橋に集 

まり、非常体制をとったと考えられる。乗客に対

して救命胴衣着用と避難指示を出し、救命ボート等

を用意して避難をしていたと考えられる。事故当時

は、晴天で海水温も高かった。そのため、救命ボー

トが使用できずに海に飛び込んだ場合でも、すぐに

周辺の船舶により救助され、死者数は減ったと考え

られる。「ありあけ」では、事故直後、船内の歩行が

困難な状況であったが(8)、乗組員が乗客の避難を最

優先に行動した。歩行が困難だったため、乗組員が

消防用ホースなどを使って乗客を釣り上げるなどし

て避難させた(7)。その結果、約 1 時間で乗客を避難

させることができており、乗組員の迅速な判断と行

動により全員が生存できた。「セウォル」では発生直

後は歩行が可能だったため、船外避難の指示を出し

ていれば 1 時間程度でほとんどの乗客が避難できて

いたと考えられる。 

 

5.結論 

 船体が傾斜し、転覆しかけた場合、迅速に避難を

始めることで死者数が減ると考えられる。事故発生

時は乗組員も混乱して、適切な行動がとれないこと

がある。従来は死亡事故など「悪い事例」ができる

とそれを分析して、避難マニュアルの見直しや教育

訓練が行われてきた。一方、「よい事例」では切迫し

た状況で、乗組員と船長が相談し判断して、乗客の

避難誘導などをした。それにより事故の被害を最小

限に抑えた。人的被害を軽減するためには「よい事

例」を分析して、そこから得られた知見について教

育訓練等を通じて乗組員に伝えることも有効である。 
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表 1「セウォル」「ありあけ」における乗組員の行動及び事故状況、生存率の比較 
 「セウォル」 「ありあけ」 
生 存 率 約 40％ 100％ 
天     候 晴れ、潮流はやや早い 雨、暴風、高波 
発生直後の状況 歩行可能（約 1時間後から歩行不能） 歩行がやや困難（階段は自力で昇降できない） 
乗組員の行動 通報、乗客への指示 

（船長らは当局により救助される） 
全乗組員が船橋へ集合、乗客への指示、通報、

避難誘導、船内の確認 
乗客への指示 救命胴衣の着用、船内待機 

海への飛び込み（沈没直前） 
救命胴衣の着用、避難場所への集合 
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